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1　序
　経営活動は企業の組織に沿って行なわれ，組
織のマネジャーは彼等の責任の範囲に従って，
どの程度貢献したか報告されなければならな
い。責任会計システムを遂行していくためには
原価の管理可能性，経営組織の複雑性，固定費
の現状，原価勘定の設定，製晶種類……等，種
々検討されなければならな’い事項が存在する。
原価行動分析がダイレクト・コストーシステム
上重要であるように，責任会計システムにと
っても重要である。組織め中にあるマネジャー
は原価，収益に影響を及ぼす意思決定を組織を
通じて行う。責任会計においては，意恩決定者
を確認し，意恩決定を下した影響を彼等に報告
するのである6それは意思決定のデーターのイ
ンプット，アウトプットにも大きく関連し，そ
のデーターを提供し，利用する要員にも関わり
を持たせるものである。ここでは特に原価行
動，組織，キャパシティー・コストの面につい
て考察してみる。
2　コスト・コント1コールの可能性
　企業の経営活動に関して管理会計上の重要な
機能はコントロール機能である。「コント1コー
ルとは目標と行動が一致するよう試みる過程で
あり」（1〕管理者は経営活動がプランに応じるよ
うに仕向けなければならない。いわゆる従業員
を管理目標や目的を達成するように指揮するた
めに全ゆる方法を採らなければならないのであ
孔管理会計担当者はコントロール過程に関連
する情報を企業のセグメントに責任を持つ管理
者へ提供することにより，コントロールを尚一
層，促進するのである。管理会計情報は経営管
理上，少なくとも三つの主要なる影響を与える
のである（2）。
　11〕第一は企業の殆んどの要員は彼等の経営
　行動の評価が与えられない場合と，事前に業
　綾評価が行なわれることを知っている場合と
　では，より異った行動を行う傾向がある。
　（2〕過去の業績を分析することは将来のより
　優れた業績を獲得する方法の指針を提供す
　る。即ち歴史的分析はダイナミックな現実の
　生産活動を描写する可能性を持っているので
　ある。
　13〕期待される行動カ）らの現実の経営活動の
　偏差は，その原因を追求することによって将’
　来計画の適切なる生産諸変数の構成を可能に
　するのである。
企業の経営活動においては多くの原価が発生す
るのであるが，「理想的にぽ責任会計のもとで，
マネジャーのコントロール下にある原価のみが
彼等に賦課されるべきである。」（茗）各マネージャ
ーは組織上，経営活動を遂行する役割を持って
いるが，それは企業の全体目標や目的，マネジ
ャーが権限を委譲された下位目標，状況により
課される会計的，人的，物理的条件の中で形成
されるものである。良好なる経営活動が遂行さ
れていく企業では秩序ある命令系統が知られて
いなければならない。即ち，上司，部下の関連
の明確な理。解が存在し，これらは組織図におい
ても描かれるものである。たとえば製造部門管
理者は四人の配下の職長から報告を受け，上司
の製造副杜長へ報告するといった具合である。
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権限の行使には一定の範囲が存在し，原価責任
も結果的にこの線に沿うものである。管理者は
管理活動に対して責倖の重要性を吟味しなけれ
ばならない。「責任センターにおいては個々の
マネージャーは自主的意思決定ができる権限が
付与される」ωべきである。階層組織のなかで
は遂行される経営活動にも階層性が存在するの
であるから権限の委譲によってr上層管理者は
組織に対する，より広い，より重要な問題に多
くの努力を挙げることが可能である。」（5〕分権
化された経営活動は経営活動単位間での協カ
と，より多くのコミュニケーションの下で行な
われなければならない。「責任センターのマネ
ージャーは権限を付与されて力動的な環境の中
で行なわれる経営活動により早く反応し，展開
する諸問題により多くの注意を傾注でき，意思
決定を下すことができる」（6〕のである。分権管
理制度は要員に所定の目酌を達成するように，
より多くの動機づけを行ない，彼等に経営活動
の結果を反省せしめることを可能にするのであ’
り，責任会計の下でのコントロール概念は明確
である。
　ところで伝統的責任会計システムの本質は標
準原価や予算からの差異をセグメントの責任者
へ関連せしめて分析するものである。貢任の範
囲に沿って原価や収益を集計し，管理者が，い
カ）ほど業績を達歳したか報告するのである。こ
の伝統的責任会計システムは次のような特徴（7）
をもっている。
　11〕原価管理や予算管理の狭義のコントロー
　ル・シ’ステムで，それを管理者と連携せしめ
　ている。
　12〕管理者自身の業績渕定であること。
このように伝統的責任会計システムは二点に意
義を認めていると言える・併し・こg伝統的責
任会計システムは「組織間の相互依存性の管理
の観点から業績評価の限界が指摘される」（8）よ
うになった。」」相互依存性に関する情報が何故，
伝統的責任会計において欠落するのだろうか。
それは「伝統的賛任会計があまりに局所的問題
解決を指向していることと，部門間の協力より
も競争が促進される面が生じる」（g）からであ
る。このような責任会計思考のもとでは原価管
理は管理組織の中にある管理者を抽象的，一般
的に捕えることが行なわれている。併し現今に
おいてはr組織の管理者を階層的に，より具体
的に把握し，責任と権限を現実的に理解する方
向へと変った」（1O）のである。これは原価管理の
発展過程として明らかにされているところセあ
る。経営管理者への原価情報の提供は原価情報
．の設定，指示，差異分析を通じて行なわれる。
この手煩は今後も変ることはないであろう。た
だ近年，行動科学的アプローチが影響を与えて
いる状況にあっては検討されなければならない
ことが生じている。それは，従来の標準の設
定，指示，差異分析の過程でとりあげられる業
績の意昧づけについては以前よりもより以上の
厳密さが追求されなければならないのである。
マネジメント・コントロールの手段として予算
が利用されるのであるが，たとえばオペレーシ
ョン・リサーチの援用のもとで得られた計画案
を予算へ組み込まれるのは客観的数値としての
予算を組織の要員が首尾よく達成するよう動機
づけを行うために行なわれるのである。経営管
理に社会心理学が必然的に関わってくることは
すでに述ぺられているところであり，r予算の．
統制的機能は組織成員の心理的面が深く関わり
を持っている」（11〕と考えられる。責任会計とか
動機づけ会計といわれるものは予算を中心とし
たものであり，結局は目標実現に向けて要員に
動機づけを行い，業績を遂行せしめるものであ
る。動機づけの観点から「会計はもっと行動科
学の領域を掘り下げて接合する」（12〕ようにしな
ければならない。管理とは他人の努力をもって
目的を成就することで，そのために計画と統制
に分ければ，成就したいことを決定することが
計画で，組織成員をして計画どおりに行動する
ように仕向けることが統制と言える。マネジメ
ント・コントロールによって企業は獲得された
資源を有効に且つ能率的に利用しなければなら
ない。大局的に経営活動をみるとき，予算を用
いて他の行動を制する立場にあるのは企業の経
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営者であり，予算を通じて行動が統制されるの
はマネジャーである。「マネジャーは生産活動
に対する権限が委譲されると同時に業績評価の
ルールに従って報酬を与えられる」（i3〕のであ
る。一方において経営者は経営活動遂行に必要
な経営諸資源を提供する対価として報酬支払後
の利潤を処分する権利を留保するのである。報
酬函数について注目するとき死を経営者が管理
者へ所定の努力を払って達成することを要求す
る期待業績とするとき，それは又予算目標とい
う意味にも解される。κが実績であるとすれば，
この報酬スケジュール（κ一π）は予算と実績か
らする業績評価が行なわれていると言える。そ
こでr予算実績差異分析による業績評価が効率
解へのセカンド・ベストを導き，同時に動機づ
けを必要とする組織条件に適合する」（14）管理制
度とみなし得る．のである。動機づけのため何
散，予算が有用であろうか。業績評価のために
予算，標準原価等，更に利益の活用が現実には
行なわれている。実際の結果をある規準と比較
し，差異分析すろことが動機づけを増大せしめ
ることとされている。なぜ士気高揚のためにこ
れらが利用されるのであろうか。予算統制制度
や標準原価計算制度から起る悪影響も．知られて
い孔それにも拘らず，その利用は一般に広く
推奨されている。それは「労働報酬が企業収益
の分け前とも考えられ，雇用契約そのものが標
準的業績と実際的業績の間に報酬支払契約とし
て決定される」（15）からである。
　業績測定に関して原価の管理可能性，管理不
能性は概念的には明白に識別できるが，現実の
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生産活動に於て区別することには困難が伴う。
原価は通常，労務費，材料費，製造間接費とい
ったインプット・タイプに関連するレッテルを
貼られる。これらは更に部門とか製晶に対する
機能的関係によって直接費，間接費として，ま
た操業度水準との関係によって固定費，変動費
として分類され得る。「残念なことにコントロ
ール目的に対して｝管理可能”な原価，プラン
ニング目的に対して鵯変動費”とされる原価，
製晶原価算定目的に対して｝直接費”とされる
原価等・これらの間に明白なる輸郭を持つ諸関
係は確立されていない」（16）。同様に管理不能
費，固定費，間接費といったクラスの間での諸
関係も求められなければならない点である。こ
れら諸原価の間には重復も存在し，又，相違点
も存在する。工程別原価計算を利用する製造工
程の機械部門に発生するある原価を考えてみょ
ラ。諸原価は部門の管理者からすれば管理可能
な原価，製品原価計算目的から直接原価，プラ
ンニング目的から変動原価として次表（17〕」に掲
げるような分類が可能である。
　直接材料費は部門管理者によっては管理可能
費であり，彼の部門へ賦課し得，アウト・プッ
トと比例して変動す孔職長の給料は直接的に
機械部門へ割当てが可能であっても，その部門
で管理可能か，変動的であるかは検討の余地が
存在する。配賦されてくる動力費は，たとえ操
業度と共に変動するとしても機械部門にとって
管理可能費とも直接費とも考えられないのであ
る。業績評価にとっては原価が部門の管理者に
とって管理可能であるか否かが重要性を持って
表／－1 機械部門における原価分類
一　　　　　　　　　　　　　』
原 価 管理可能 直接原価 変動原価
一＾　　　　　　　　⊥■ 一一II
直接材料費 Yes’ Yes Yes
職長給料 No Yes No
動 カ 費 No No Yes
修 繕 費 Yes No No
組立部門労務費 No No No
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くる。原価に関する勘定の分類は，その責任の
明らかな管理者別に確定されなけれぱ・ならな
い。会計システムは責任と権限の委譲に一定の
関連が持たれるべきである。「管理者の責任の
範囲と原価，収益の分類の一致の必要性は予算
形式での業績基準，或いは目標数字が，その管
理者にとって管理可能な原価および収益の範囲
のものでなければ有効であり得ない」（18〕のであ
り，差異分析を通じて責任を究明するとき，事
後の改善措置をとるときにも忘れられてならな
いことである。管理責任の範囲に応じた原価の
分類が管理可能性と通ずるものであり，その重
要性が認識されなければならないのである。
「責任会計論は管理責任に応じた原価勘定の分
類設定が，その基本に存在している」（1g〕のであ
る。換言すれば責任に応じた原価分類が新しい
責任会計としての認識を求められているのであ
る。特に製造間接費が発生に対する責任に応じ
て配分されるとき間接費管理はさらにコントロ
ールが促進されるのである。
　ところが残念なことに原価が責任別に分類さ
れるという原則は常に企業活動においそ適用で
きるわけではない。というのは「部門管理者が
原価の発生に何ら責任を持てなくとも，便益を
受けるが故に，その原価が部門管理者に帰属さ
せられることがある」（20〕のである。経営のセグ
メ！トの業績評価は予算差異分析，標準原偲i差
異分析等といった手順を経ることはすでに述べ
たところであるが，r経営組織の各部門の共通
費の配分が配賦基準の如何によっては恋意的と
なり，配分額が部門の業績に大きく影響して’く
る」（21）のである。部門管理者の立場からすれば
配分される共通費が少なければ少ないほど良い
部門業績を示すことになる。配分される共通費
が多ければ業績は悪化するのである。そこに部
門問の対立が原価の配分を巡って生じるのであ
り，「伝統的責任会計頷域での限界が露呈され
る」（22〕一面が覗いているのである。コスト・コ
ントロールにとって誰が原価．に責任をもってい
るか検証することは勿論，重要であるが，単に
製造部門に対しては製造部門の業績報告が，補
助部門に対しては補助部門のコスト・リポート
が，又，販売部門に対しては販売分析報告書
が，購入部門に対しては購入分析報告書が作成
されるというふうに，「部門別に作成される業
績報告書は責任頷域を認めているのではあるが
偶然的にではあるにしても，固定費と変動費の
みの認識が存在しており，決して効率的な報告
書は作成され得ない」（跳管理可能な原価と管
理不能な原価の分類においては何処か，こじつ
けがありがちであり，たとえば製造部門におい
ても固定的原価が管理不能とされ，変動原価が
管理可能とされることがある。変動原価と管理
可能原価，固定的原価と管理不能原価は同義語
ではない。たとえば三人の助監督のサラリーは
監督者によりある程度，コントロール可能な固
定費であることがある。「管理できるか，管理
できないかの区別は管理組織の水準にも依存す
る」（24）のであり，職長レペルで管理不能な原価
も工場長レベルでは管理可能な場合があり，減
価償却費はその例である。「最終的に管理可能
性，不能性の区分は日，週，月，年といった期
間に依存する」（25〕のであり，多くの管理不能と
言われる原価も長期的には管理可能であ孔前
述の減価債却費もまた，そうである。したがっ
て，管理ができるか云云という「管由可能性は
必ずしも100％の可能性を意味しない」（26〕ので
あり，「収益，費用，投資など金額的観点から
重大なインパクトを生ぜしめる意思決定をマネ
ジャーが下し得るならば管理可能と考えられ
る」（27〕ことになるo
　効率的な経営活動を遂行していくためには
rセグメントのマネジャーは経営活動の諸問題
に対処するための権限と責任を委譲されなけれ
ばならない」（28〕し，このような状況において
「マネジャーは自ら下した意思決定が経営の他
の組織単位へ与ネる影響をも十分認識しなけれ
ばならない。」（2g〕それにも拘らず，現実の経営
においては，これらの状況は満たされていな’い
事が少なくない。組織全体の観点からトップ・一
マネジメントは彼等の権限と責任を彼自身のセ
グメントヘ集中する慣習と経験をもつこと加あ
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・表ト2
管理権限の拘東性
目標の
　階級制度
動機の
階級翻度
　ポリシー
戦略プ・グラム
鯛的戦略プ藺ジェクト
標準活動計画能率の
　測定スケジュール
法・
ルール符続
トツプ
・マネージメント’
ミドル
・マ不一ジメント
回一・マネージメント
オペレーシ目ン活動
プランの階級制度
図ユ
権限と責任の関係
社　長
2nd権限
、　　　　3rd権限
4th権限
経営活動の責任の穆度
鯛決麟限の鰯 5th権限
蝋㌶瞭㍗峨仰〃㎞晦J㍍、
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る。↓司の方針に余計な口出しを行うなといっ
た方針をとり続けることもある。このような状
況では責任センターのマネージャーは経営活動
を十分に遂行するための権限を与えられている
とは言えない。表I－2は組織のレベルが低い
マネジャーほど行使できる権限が益々，制約さ
れてくることを表わしている。
　責任会計システムを遂行していくためには多
くの困難が伴うのであるが，その概念は実務の
中に巾広く行きわたっている。ともかく，「責
任会計の心髄は個々のマネジャーに原価を配賦
することである。」｛29〕ところが，これは具体的
にどうなされればよいだろうか，A・A・Aの
公式ガイド（30）のなかに，原価は責任別にいか
に配賦されるべきか述べている。’それは，
　1　サービスの獲得，利用の両方に権限を与
　　えられているならぱ，そのサービスに関す
　　る原価は，その責任者へ配賦されるべきで
　　ある。
　2　責任者自身の行動が原価発生額に影響を
　　与えるならば，その原価は，その責任者へ
　　配賦される。
　3　たとえ責任者自身の行動が原価発生に重
　　大な影響を与えなくとも，原価に関わりを
　　持つ者に間接的に影響を与えて，原価発生
　　を責任者に関わらしめる方が好ましいなら
　　ば，そのような原価は彼に賦課される。
責任者別に配賦し得る原価とは管理し得る原価
であり，その発生が所定の期間内に検証し得，
マネジャー別に直接影響される原価である。コ
ープランド1辛．管理可能性に関する三つの属性
（帥）を掲げている。それによれば，原価はマネ
ジャーの判断によって発生額が変化せしめられ
ること。そして，原価に養往を持つマ．ネジャー
は単一であること。さらに原価発生タイプや意
思決定のタイプに相応する期間が考慮されなげ
ればならないことなど主張している。たしかに
管理可能性如何は，これれら三つの次元から考
えられなければならないと恩われる。トップマ
ネジメントが企業の全般活動の全てに最終責任
を持つことが前提とされても巨大企業に於ては
階層組織の上層から下層へと権限が委譲され，
」責任を持たされなければならない。
ω　R㎝ald　M．Copeland　and　Dau1圧Dashef．，
　〃伽α鮒｛α1んω伽脇9Jo古n　Wiley＆Sons，Inc，
　1974，p．380．
12〕良㎝ald　M．Copeland　and　Paul　E．Dasher。，
　10α0枇．，
．13〕R㎝ald　M・C早peland　and　Paul　E．Dasher・，
　10α泓，
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　10α泓，
15〕R㎝a1dl　M，Copeland　and　Paul　E・Dasher・・
　10α6〃．，
⑥　Ronald．M．Cope1and　and　Pau1E　Dashef。，
　10a〃．，
f7j谷　武幸r管理会計システムと相互依存在の管
　理」r国民経済雑誌』Vo一．149．No・2．1984年2
　月号，80頁。
18〕谷　武幸　同上　82頁。
19〕谷　武幸　同上。
ll⑪溝ロー雄r近代原価計算』国元書房，昭和53
　年，162頁。
Ol〕青柳文司r会計学への道』同文館，昭和51年，
　48頁。
⑫　青柳文司，同上。
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　討情華の分析」’『会計』第125巻No．2昭和59年
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11φ　佐藤紘光，同上。
⑮　Demski．J．S．＆G，A．Feltham，“Economic
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．O⑤Ronald．M．Copeland　and　Paul　E．Dasher．，
　○ク．6〃。p．385．
○田R㎝ald．M．」Copeland　and　P6ul．E．Dasher，
　10“〃．，
但固小林健吾「原価管理と業績評価」r産業経理』
　VoL44No．2．1984．15頁。
⑲　小林健吾　同上　16頁。
藺①小林健吾　同上　18頁。
僅血青柳文司　前掲書62頁。
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　ψ．c疵■p・381．
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　No．2．Apri1．1956，P．189．
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3　経営組織と管理責任
　企業の経営活動に関連して発生する原価や収
益は個々のマネジャーに関連せしめなければな
らない。責任会計システムの観点からコント1］
一ルするために企業組織の理解がより重要とな
ってくる。責任会計システムが適切に機能する
ためには前提条件として効率的経営組織を持た
なければならない。組織が軟弱であれば効果的
会計システ’ムの遂行は期待されない。まさにこ
の会計システムは企業組織が健全であるか否か
にかかっている・のである。現実に企業組織へ責
任会計システムを適用しようとするとき，組織
の弱点が露呈されることが起り得る。「経営組
織図は一面において責任関係を描写する」（1〕も．
のでもあるgすなわち，企業組織は特定のセグ
メソトに誰が責任を持つか，各々セグメントに
意思決定を下し影響を与えるのは誰かを物語る
ものである。意思決定の権限と責任は種々の方
法で委譲される。最も一般的方法は企業の経営
組織の機能にもとずいて行なうこと，製晶種類
別に行うこと，更に地理的領域に基づいて行な
うなどである。
　経営の機能組織に基づいて行なわれるという．
のは，生産，販売，財務など組織の役割毎に意
思決定の権限が与えられるものである。あるマ
ネジャーは製造活動全般に関する権限と責任を
与えられ，また別のマネジャーは販売活動全般
の権限と責任を与えられ，更にまた別のマネジ
ャーは財務全般のそれらを与えられるといった
表2－1
社　長
販
売
　　生
　　産
’機’能組織
財
務
表2－2
社　長
製品A
販莞
製造
財務
製晶B
販売
製造
財務
販売
製造
財務
製品種類別組織
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具合である。
　企業の生産する製品種類別にもとづいて権隈
を委譲する場合がある。あるマネージャーが製
品種類毎の生産，販売，財務の権限と責任を与
えられるのである。このような場合には，「製
品種類別マネジャーが意思決定の権限と責任を
下位機能のマネジャーへと委譲する」（2）のであ
る。即ち生産部門マネジャー，販売部門マネジ
ャー，財務部門マネジャーへと委譲するのであ
る。
　企業が成長し，国際的に活躍する巨大規模に
なった場合，製晶の顧客層は世界の各地域に亘
り種々変化する。そのような場合，企業の意思’
決定権限は国内活動，国際活動といった領域に
分割されなければならない。各領域での権限と
責任は，たとえば北部地域，南部地域，或いは
国別にといった地理的条件に基づいてさらに委
譲されるのである。いずれにせよ「最終的には’
一定の地域内でも機能基準に権限と責任は委譲
される」（ヨ〕のである。
　経営組織の形劇とより権限と責任の委譲の方
法は異ってくるのであるが，どのように制約さ
れてくるかは組織活動の性質やマネジメントの
哲学に依存することになる。ある経営者のマネ
ジメント哲学によれば権限委譲はできるだけ少
なくし，重要な意恩決定は組織本部の専門家に
行なわしめようとする。また別の経営者は組織
本部に居る要員が賢明なる意思決定を敏速にし
ようとしても，地域の販売拠点や，また特定の
プラントではどのような事が起っているかにつ
いて情報が完全には得られにくいから，より多
くの意思決定上の権限を組織の下位レペルのマ
ネジャーへ委譲されなければならないとする哲
学を持つのである。経営哲学に加えて企業組織
の複雑性が影響してくるのは勿論である。異っ
た製品，プラント，そして異った地域における
経営活動の相違は権限委譲へ重大な影響をもた
らすのである。たとえば次の表2－4（4）におい
て社長は会社全般の最終責任を持つものである
が，組織目標達歳のためには自らの権限を三人
の副社長へ委譲し，業務が細分されるのである。
’販売担当副社長，製造担当副社長，財務担当
副社長も彼等の権限と責任を下位のセグメント
のマネネージャーに委譲するのである。マネー
ジャーの権限と責任は組織図において明確に画」
き得るのである。企業は外部環境により変容す
るものであり，企業組織もダイナミックに変化
するから現状に即応した組織図が画かれなけれ
ばならない。組織構造は組織の上層部でより頻
繁に変革をもたらす可能性があり，それ故に
「トップ・マネジメント・レベルで上層マネジ
ャーが外部の変化に即応する企業組織に煩応し
ているか否か絶えず検討を加えなければならな
い。」（5〕さらに下位管理者の地位についても同様
表2－3
外国
ヨ回寸
国　内
地理的経営組織
経営原価の発生と責任会計
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表2－4
社　　長
販売担当副社長 製造担当副社長 財務担当副社長
東部地域　　　西部地域　　南部地域
森林管理修善 工場管理 輸送　　　　脚入
木材企業の組織図の一例
である。
　管理の「責任性については直接責任，間接責
任といった二つのタイプの責任で認識される」
（6）が，これは責任会計と連携を持つものであ
る。直接責任は費用，収益の発生に直接的影響
を与える意思決定に関するものであり，たとえ
ば表2－4において工場管理部門においてマネ
ジャーは自分の部門に発生した労務費に対して
は直接責任を持つのである。なぜなら彼の意恩
決定が，その費用の発生に直接的なインパクト
を与えるからである。彼が意思決定を下したら
そのインパクトが他に及ぽす影響が明らかにさ
れなければならないが，費用発生に直接的イン
パクトを与えるならば，その費用は意思決定を
下したマネージャーにチャージしなければなら
ない。工場管理部門の管理者の彼の意思決定の
結果，発生した原価を工場へ賦課する権限を持
つことは当然であり，かりに製造副社長が工場
管理部門の管理者に相談せずに材料購入の意思
決定を下したならば，そのために発生する原価
は，直接的，独断的に費用発生に関する意思決
定を下した散に，彼が責任を持たなければなら
ない。この場合，工場管理部門の業績報告書に
おいて，それが明らカ・にされるのではなく，製
造副杜長に対するレポートにおいて明示される
べきである。直接責任というのは「企業におけ
る費用の発生に関わる意思決定を下されると
き，その発生する費用は意思決定を行った個人
ペチャージされるぺきである（7〕」。
　間接責任というのは部下の行動を通じて原
価，収益の発生に影響を与えるような意恩決定
をくだす場合である。たとえば工場管理部門の
マネージャーが直接的に責任を負わなければな
らない原価は製造担当副社長からすれば間接的
に責任を負わなければならないことになる。部
門管理者は下位のマネジャーを通じて間接的に
製材原価をコントロールしているのである。こ
のような費用，収益の発生に対して間接責任を
負う管理者は適切な要員を雇用することによ
り，経営活動上，彼等を適切にコントロールす
ることにより，原価，収益を管理するのであ
る。原価の発生に関して部下が誤った行動を採
ったからという言訳けは適切でなく，管理者は
直接責任，間接責任の両者の責任を負うことは
勿論である。販売副社長は全体の広告費につい
て意思決定を行うが，地域マネジャーは自ら管
轄する地域の広告費については自ら意恩決定を
行う。このようなときにも販売副社長は広告費
全体については直接責任を持ち，地域の広告費
については間接責任を持つと言えるのである。
　原価，収益に対して直接，間接の責任性の認
識は管理者の意思決定方法，会計情報の形式，
作成方法などにも大きく関わりを持ってくる。
間接責任を持つ管理者は「原価，収益を注意深
くコントロールするために自らの部下をコ：■ト
ロールしなければならない」（8）のである。直接
責任の下では「直接責任を持つマネージャーは
効率的経営活動を遂行するために自らの責任で
経営原価の発生と責任会計
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物的，人的資源をプランし，コントロールしな
ければならない」（g〕のである。業績の報告書は
管理者の責任の直接性，間接性といったものに
大きく影響を受けることになり，それによって
彼等が受取る数値の詳細さの程度が条件づけら
れてくることになる。あるグループの原価に直
接責任を持つ管理者は各々原価の発生細目別に
分類された詳細な報告書が必要となり自ら下し
た意思決定がもたらすインパクトを理解するた
めに必要な詳細の程度が求められ・なければなら
ないことになる。そして間接責任を持つ管理者
よりも「直接責任を持つ管理者の方が，より頻
繁なリポートを必要とする」（10）ことになる。間
接的な責任を持つ管理者は提供されるレポート
に関して「管理上，部下の問題性を指摘するよ
うな形式が必要である。」（11）たと．えぱ前の組織
図表2－4では製造担当副杜長は5人の管理者
から業績報告を受け取ることが適切である。彼
に対するレポートは彼の意思決定が直接的に費
用へ影響を与えない散に工場管理部門マネジャ
ーに対する報告書におけるような特定費用につ
いて詳細に報告される必要はない。責任会計の
特徴は経営セグメントの「マネジャーが自ら意
思決定を行っても直接的に費用へ影響を与えな
いならば，そしてマネジャーの部下が意思決定
を下すことによって間接的にも影響を与えない
ならば，その費用はそのセグメントヘチャージ
されない」ωのが特徴である。
　留意すべき事は企業の経営活動の実体を組織
的にみるとき，製造部門の活動，販売部門の活
動等，原価発生の態様は必ずしも企業組織の区
分認識とは一致しないものが少なからず存在す
る。生産活動を行う企業が収益をもたらす組織
の部門は製造部門，販売部門をはじめ諸部門に
．亘るが，費用の最終的な負担部門は製造部門，
販売部門とも考えられる。企業活動において組
織の各部門は有機的に結合してこそ一つの企業
として成果をおさめるものである。原価計算的
思考からも費用の最終的負担部門は製造部門，
販売部門であると考えられるが「経営組織の各
機能は，その努カが全体的に二つ’となって企業
経営の成果を表わす」（13〕ものであり，経営組織
全体の中の「各部門の全体に対する貢献度が各
部門の成果である」（ωと考えられる。原価は各
部門機能が行う経営活動の実体を示すものと考
えることができる。・製造部門，販売部門といっ
た組織上の概念は全く別々に隔離された中で活
動するのでなく，密接な相互作用を持ち，その
緊密さは益々強まるのみである。企業のこのよ
うな傾向は「企業経営が生産指向的なものか
ら，販売指向的なものへ変容してきた」（15〕結果
であると言え孔更にまた消費者指向的企業へ
立脚するものである。このような企業経営の指
向の変遷に伴い，組織上の区別からくる，たと
えば製造部門，販売部門といらた各部門毎に発
生する原価は独立的に明確に把握される状況は
薄らぎ，各部門の境界線上に発生する原価が増
大せしめられる結果となった。
　責任会計は企業の経営組織毎による責任者が
原価や収益の面でどれほどの業績をあげたのか
責任者へ，またその上司へ報告するものであ
る。このように考えると伝統的責任会計制度は
原価管理や予算管理などによる管理システムを
その責任者と連携せしめていることになる。予
算や標準原価計算に関する差異分析を行い，そ
れを責任ある管理者へ，またグループヘ関達づ
けるために原価をその責任部門へ属せしめて計
算する従来の責任会計的手順ぽr経営活動にお
ける組織の各部門の相互依存性をややもすれば
軽視しないとも限らない」（16）のである。たしか
に原価責任単位は独立して権限と責任をもって
いる故に直接的な原価管理目的に照らして独立
して原価業績を評価される一面はある。しかし
経営組織を階層的にみるとき，より上位の原価
責任単位に対して下位の原価責任単位はサブシ
ステムであるから「原価責任単位は，より上位
の原価責任単位に対して如何ほど貢献したかと
いう見地からも原価業績を評価されなげればな
らない。」（17〕いわゆる部分業績の独立測定が行
なわれると同時に企業全体としての総合業績測
定が行なわれなければならないのである。利益
責任単位の一環としての階層的な原価責任単位
経営原価の発生と責任会計
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　　　　　　　　　　　　　　表2－5
　　　　　　Backwoods　Logging　and　Mi11ing　Company
部門：社長
監督：J．Smith 4　月
・組織セグメント
販売副社長．
　収益
　費用
製造副社長
財務副社長
総予算額
総予算差異
実際原価
8500，O00
予算差異
8　15，500
”。433，000
”　1O，000
8（　500）
8（　840）
〃　（　8，290）
〃（　400）
8458，500
〃（10，030）
8（10，030）
8468，53σ
831470
部　門：販売副社長’
監督者：W．Se11it
費用：副社畏事務所費　　　　　　　　　3
下位部門
　　　東部地域
　　　西武地域
　　　南部地域
〃
〃
予算　　予算差異
8，㎜8　（600）
2，OO0
3，㎝
2，500〃
　60
200
（500）
815，500＄（840）
収益：東部地域
　　　西部地域
　　　南部地域
3100，OOO
”250，000
”　150，O00
3　2，000
〃（1，500）
〃（1，000）
五蛆6（鋤
部門：製材部門
監督：J．IgSaW
　　　　　　　　　　予算費用：監督專務所費　　　　　　　　　　　’1200
労務費
’’角材部（Headrig）822，000
板材部（Resaw）”15、㎝
立鋸部（Gangsaw）”　4，㎜
縁取り部（Edger）”　6，㎝
　仕上部（Trim㎜er）”　13，㎝
積上げ部（Stacker）”　6，000
　乾燥品部（Pa11ets）”　6，㎜
予算差異．
8　（160）
8　　6
〃　（370）
”　1，070
”　　600
・（3，OOO）
〃　　（6 ）
〃　（140）
373，200
部　門：製造副社長
監督：I．Proddce
蜜用：副社長事務所費　　　　　　　　　8
下位部門
森林管理マネジャー
修善マネジ．ヤー
　　工場管理者
　輸　　　　送
　購　　　　入
予算　　予算差異
4．0008　（200）
8180，㎝
”　6，000
〃217，㎜
”22，000
〃　4，㎜
8（5，㎜）
〃　（800）
〃　（890）
〃（1，600）
〃　　200
3433，OOO　　＄　　（8，290）
部門：工場管理
監督：S．P1ane
　　　　　　　　　　予算費用：工場管理專務所㌣1，。。。8
下位部門
原木都
製材部
乾燥部
工場計画部
倉庫部
8　7，O00
”73，200
〃25，OOO
”80，㎝
〃30，O00
予算差異
　　10
3（2．O00）
8　　400
8（2，㎝）
〃　（600）
”　1，500
〃　（200）
＄217，O003　（890）
経営原価の発生と責任会計
Page:11無断転載禁止。　
の構成の下では，各原価部門は独立したもので
・はなく，’上位の原価責任単位，さらに最終的に
は利益責任単位の一部としての原価責任単位で
ある。それ故に「原価責任単位の原価管理は階
層的により上位の原価責任単位，最終的には利
益管理の目標達成が可能なように行なわれなけ
ればならない」（エ8）のである。ベウアーの表2－
5報告書㈹を表2－4とあわせて企業全体的
に考察してみよう。
11〕Germain　B，Bδer．，Dかcκf　Oo∫土＆0o〃〃肋伽閉
　ん6舳肋＆Jhon　Wiley＆Sons，Inc．1974，p．
　44．
｛2〕　Jack　Gray＆Don　Rickett．，Co∫｛α〃ルーo側騨一
　刎伽｛ん6ω棚脇McGfaw－Hil1．1982，p．372．
13〕Jack　Gray＆Don　Rickett．，1oα6〃一
14〕Germain　E　Bδer。，ψ．’沈p．45．
15〕　Germain　B．BOer．，1θασ狐，
16〕GefmaiηB．B6er．，1oc．c北，
17〕Germaio　B．BOer。，ψ．〃。P．46．
18〕Gefmain　B．BOer．，ψo此p．47．
19〕Germain　B．B6er．，1oαo仇，
但①　Germain．B．B6er．，1㏄．c狐，
ω　Germain　B．BOer．，106。〃．，
⑫　Gefmain　B．B6er．，1o＾〃．，
03坂本　清r経営原価計算』実教出版1977年
　201頁。
ω　坂本　清『同上書」201頁。
⑯　坂本　清胴上書』207頁。
o⑤谷　武幸「管理会計システムと相互依存性」r国
　民経済雑誌」Vol・149．No・2．1984年2月号，80頁。
○耐小林哲夫r業績管理会計」国文館，昭和49年
　158頁。
○劃松本雅男「原価管理概念と原価業績の評価」
　r産業経理』VOl．44．No，2．1984，9頁。
⑲　Germain　B．Bδer．，ψ．’”．pp．49－53．
4　キャパシティー・コストと
　　貢献利益
　生産活動の業績評価を行うにあたり，管理の
対象はあくまで生摩原価の管理であった。その
場合においては価格の影審はあまり考えられな
かった。薬績評価が原価責任単位から利益責任
単位へ移るにつれて，価格の影響が関わりをも
ってくるようになってきた。利益中心の評価方
法，利益計画の立案に際しては全部原価計算を
利用するよりは直接原価計算を利用する方が問
題解明のためには簡素であり，有益である。よ
り簡明な計算方法として原価を固定費，変動費
の分解をすること’を前提とした直接原価計算や
’C・V・P分析が考え出されてきたのである。
「直接原価計算が原価責任単位から利益責任単
位への移行とともに，その普及を増したことは
直接原価計算が利益責任単位との関わりを大き
く持つ」（1〕ことが認められるのである。いわゆ
るダイレクト・コスティングの方法がマネジメ
ントに対してより効果的なコントロール用具と
なるのである。全部原価計算制度では製造原価
と販売高が非常に不鮮明な関係にあるが，「製
造間接費の過不足吸収に帰因する売上高と売上
原価の不明確な関係がダイレクト・コストのタ
イプの原価計算手法を生ぜしめるに至った」（2）
のであり，ダイレクト・コスティングを採るこ
とによってマネジメント，特に販売マネジメン
トは会計から，より意義のある二理解が容易な
損益計算書の提供を受けることになった。この
ような旧来とは異ったタイプの損益計算書は単
にマーケティング部門に仕えて満足するのみで
なく，「ダイレクト・コスティングは企業の全
ての部門へ仕えるべきでないか」（ヨ）と考えられ
る。標準原価や弾カ性予算，原価の固定費，．変
動費への分類などにより企業の全ての部門，章
任センターへの業緕報告書を準備することは適
切であると考えられ’るのである。特に固定費と
変動費の分類は直接原価計算実施において基本
的に考えられなければならないことである。マ
ーケティンク・マネジメントは販売高と製造原
価が互いに相関関係を持つ直接原価べ一スの情
報を提供されて販売価格，販売数量，セールス
・ミ，クス等に関する意思決定から帰結する差
異分析が詳細に遂行される。他の部門のマネー
ジャーも関連する責任頷域に起った原価差異に
関する報告書を吟味し，その解釈が可能となる
のである。生産部門のマネジャーは材料数量差
異・労働能率差異，管理可能間接費差異等を究
経営原価の発生と責任会計
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明することが必要であるし，現実に発生した変
動費は，それを許容予算額と比較することによ
って現状に即した原因分析を行うことが可能と
なるのである。購入部門のマネジャーは購入価
格差異を分析する。人事部門のマネジャーは労
働賃率差異に関す。る責任を負わなけれぱならな
い。元来，企業の人的，物的キャパシティーの
形で，その拡大を認めてきたトップマネジメン
トは現実の操業度があまりにも低かったり，或
いは逆に操業度が高かったりした場合に発生す
る固定製造間接費の差異に対して第一義的には
責任を持つものとされていた。併し固定費がダ
イレクト・コスティングの利用においては製晶
や仕掛晶にチャージされる代りに売上収益に対
レてチャージされる場合には固定費のダイーレク
ト・コスティング上の差異額の発生する余地は
なくなった。マネジャーからみて「ダイレクト
　コストティングをもとにして作成されたリポ
ートはより有意義な会計情報を合んだコントロ
ール用具になった」（4〕と考えられる。利益に責
任を持つマネジャーからすれば，一定期間に対
する利益目標を心に持ち続けるのであるが，経
営活動の進行につれて，その目標からの偏差は
同時的に認識され，一定期間の業績としてもま
た評価されなければならない。組織ライン別に
区分した会計惰報は関連する責任者へ士気高揚
をもたらせることを可能にするのであり，業績
は先月，昨年の情揮と比較して評価されるので
はなく，「現在の各期間が目標とする標準を持
つとき，同時的に業績評価が行なわれる」（5）の
である。このように責任会計はダイレクト・コ
ステイングによる効率的プランニング，コント
ロールの遂行上とも深い関わりが存在する。組
織の管理者は組織を通じて原価や収益に影響を
与える意思砕定を行うのであり「章任会計は，
これら意思決定を検証し，意思決定からもたら
される結果を報告するシステムである。」（6）従っ
て意思決定を行う際のデーターの提供者及び，
それを利用する人々とは深い関わりを持つこと
になる。費用，収益に影響をもたらす意思決定
は組織の個々人と深く関わっており，たとえぱ
「製造部門に発生する原価は，その原価を発生
せしめる意思決定を行った部門管理者と同等視
する事が可能となる」（7〕のであり，また「売上
収益はその意思決定を下した販売部門管理者と
同一視すること」（8）も可能である。更に，この
収益は収益をもたらした製晶，製晶種類そのも
のと同等視することができる。「原価，収益は
二次元的関係として認識され，一つは意思決定
者から影響を受け，更に一つは物理的経営活動・
から影響を受ける」（g〕のである。
　責任会計に深く関りを持つのが，経営組織の
セグメントの概念である。会計的観点からすれ
ば，組織においてマネジャーが自らの管理範囲
のおよぷ部分単位である。セグメントのなかで
下した意思決定の影響は勿論，そのセグメント
図3－1
＝1スト・収益項目
○
意思決定者
¢
物理的経営活動
・責任会計の二つの面
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に責任を持つマネジャーへ情報として報告され
る。見方を変えれば，セグメントのマネジャー
は其のセグメントに関しては独立企業を経営し
ているかのように経営活動をまかされるのであ
る。そこに彼が自らのセグメントを効率的に経
営するために必要な会計情報を提供されなけれ
ばならない所以がある。責任会計の観点から
「収益，’原価の発生は一つにはセグメントの意
思決定者により，一つには目的行動により影響
される」（10）のである。たとえば次の表3－1で
特定の意思決定者の影響を受ける原価，収益は
意思決定者の列を吟映することにより，影響原
因を分析することができる。たとえばAは3，
4の活動をコントロールするのである。
　「会計的観点からすればセグメントには二つ
のタイプが考えられる」（11）いわゆるコスト・セ
グメントと収益セグメントである。原価の発生
をもたらすが，収益の発生をもたらさない組織
のセグメントがコスト・セグメントであり，製
造部門はその例であ孔製造部門は直接には収
益をもたらさない・。会計システムはコスト・セ
ンターへは予算，標準原価，直接標準原価等の
情報を提供し，マネジャーのコスト・コントロ
ールに援助の手を差しのぺる。また，業績評価
の基準にもす孔また収益のセグメントはコス
ト，収益の両方に関する情報と関連を有し，コ
ストの発生も，収益の獲得をも生ぜしめるので
ある。販売部門については販売収益を獲得する
が，そのためには原価をも発生せしめるのであ
る。表3－2（12〕は会計システムが収益ヤグメ
ントヘ会計情報として提供すぺきデータを示し
ているのである。販売収益に関するデーターで
ある直接変動原価，直接固定費，貢献利益額と
いった概念は其の責任領域のマネジャーと深い
関連を持つものである。
　地域の貢献利益はそのマネジャーの業績を評
価するためのデーターであり，この収益セグメ
ントにおいては企業全体の純利益を算出するに
は及ばない。なぜならば，この地域のマネジャ
ーの意思決定の影響外にあるコスト，収益を彼
のセ」グメントヘチャージするのは矛盾を生じる
からである。やはり，その地域のコスト，収益
デー’ターは意思決定の権限の傘下にあるコス
ト，収益のみがマネジャーにチャージされるべ
きである。
　製造部門においてそのマネジャーはセグメン
トのキャパシティーに全面的に影響を与え得る
ものではない。キャパシテ．イーに関して，いか’
にセグメントのマネジャーと関連づけるかが問
題となる。’さらに意思決定の権限を与え・られた
マネジャーの下で発生する固定費をも如何にコ
スト・センターと責任を関連ずけるか検討しな
ければならない。キャパシティー・コストを機
械一台一台に合理的に配分することは多くの手
数がカ）かり，困難を伴う。手続きを簡略化して
「同程度の生産能力の単位を．グループ化し，一
表3－1
0bject　or　Aoti曲■
Decision
　Maker
1 2 3 4 5 6
A X X
B × X
C X
責・任会計マトリックス
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表3－2
ABC会杜
売　　上
　変動製造原価
　変動販売原価
　　マージナル　インカム
　直接固定費　　　給　料
　　　　　　　　　家　　賃
　　　　　　　　　旅　　費
　　　　　　　　　生産奨励
＄
窃
東部妓売市場
第一　四半期　　　　　　貢献予測
　＄’250，000
80．000
2，000　　　＄82，000
＄　ユ68，000
30，OO0
6．000
10．000
12，000　　　　翁58，OOO
地域貢献利益 ＄1ユO，000
収益獲得セグメント
つの部門とすることが可能であり，そのために
少々の能力の差は無視せざるを得ないし，従っ
て原価発生と原価責任セグメントとの関係は薄
れることにもなる。」（1畠）経営のセグメントを細
分化していっても固定共通費をどう処理すべき
か問題点が残る。」固定共通喪をセグメントヘ分
割可能なものと分割不可能なものに分けること
も考えられる。即ち経営全般に亘り，分けるこ
とができない固定共通費が存在する。正確に分
割できない固定費を敢えて経営部分単位、細分
する利点はr恋意的であれ，原価責任単位と結
びついた経営部分単位へ，その負担額を明らか
にすることは，そこでの無効費用部分を認識で
きる意義がある」（ωのである。事業単位別や製
晶種類別，その他営業区分別・に固定費が把握さ
れ，経営計画へ利用されているのは周知のとこ
ろであるが，なカ）でも減価償却費，固定資産税
　…等，コミッテド・コストは経営の各セグメ
ン’トヘ配賦し得る個別的なものもあれば，複数
のセグメィトに共通的なものも存在する。マネ
ジッド・コストも各セグメントヘ個別的なもの
と共通的なものが存在す孔複数のセグメント
に分割して「組織を責任会計の観点から業績評
価に関連して考えるとき，キャパシティー・コ
ストもそれに応じて複数に区分しなければなら
ない」（15〕のである。しかし，留意しな一ければな
らない点は「キャパシティー・コストを細分化
すればするほどプランニングの技術が発達し，
その機能がより有用となると思ってはならな
い」（16〕。キャパシティー・コストの細分化が進
めば，それだけ限界利益と全体利益との関係が
把握しにくくなり，計画の弾力性が阻害され
て，その妙味が発揮しにくくなるのである。企
業組織の分権管理のもとでは，コミッテド・キ
ャパシティー・コストはコントロールの対象に
はならない。マネジッド・キャパシティー・コ
ストは七グメン’ト別に予算の形態で管理の対象
とな孔それ故に期間毎にも，セグメント毎に
も意思決定の傘下に入れて’コントロール可能な
対象にしなければならない。コスト・コントロ
ールにおいて重要なのは分権管理組織と一体的
に杷握しなければならないのである。．この組織
において管理責任単位と連携せしめることによ
り，はじめて業績管理が効果を現わすのであ
る。原価情報の管理者行動との関係は原価要素
そのものの特性よりも，むしろ「管理階層的に
与えられた権限と責任の実体カ）ら関連させる事
が重要であると考えられる」（17）。
　セグメント別の貢献利益法は原価の固変分解
を前提にするものであるが，固定費はおよそ三
経営原価の発生と責任会計
Page:15無断転載禁止。　
つの範蟻に分類され得る。すなわち
　1　セグメント別に認識可能でコントロール
　　できるコスト
　2　セグメント別に認識可能でも短期的には
　　コントロールできないコスト
　3　セグメント別に認識不可能で配賦し得な
　　いコスト
　上記の第一点のものは自由裁量原価とも考え
られ，セグメントヘ関係するものであるが，コ
ントロール可能なコストは製晶へ賦課可能とは
限らないのである。第2点目のコストは減樋償
却，家賃，保険料……等その発生に効果的コン
トロールができない，業績評価基準との関連性
は薄いコストである。第3点目のコストは企業
の全般活動に関わるものであり，セグメントの
業績評価とは関連せしめられないものである。
貢献利益計算における「貢献利益は短期の諸状
況変化における影響予測手段として有用性を保
持する」（1a〕ものである。したがって操業度変化
が利益に及ぽす影響力に力点がおかれているこ
とになる。貢献差益率（貢献利益／売上）は単
なる変動原価率の補充物ではないし，変動原価
率さえ非常に短期の場合は除き一定に留ること
はない。何故なら材料価格，賃金べ一ス，．生産
能率，販売価格等は変化するし，長期的には固
定費は変化し，年々静的に一定に留まってい
るわけではない。労働節約型の設備を投資する
場合，その意思決定の結果として固定費は増大
し，それが単位変動原価を減少せしめる要因と
なるととがある。一定範囲の操業度と期間にお
いて固定費は一定であり「マネジメントの観点
から固定費の変化が原価，収益のパターンヘ与
える影響を熟知しておく必要性がある」（1g）ので
ある。セグメント別売上高から変動売上原価，
変動販冗管違費を控除し，セグメント別に認識
管理し得る固定費を控除すれぱ，セグメントの
マネジャーの業績を表わす利益測定額が得られ
る。短期業績マージシを算定するためにセグメ
ント別に管理認識し得る固定費が控除されるの
であるが，この「圃定費のいくらかは，ある程
度，変動費へ影響を与えることがある」（20〕ので
ある。経営顧門料といったものは労働生産性を
増加せしめ得るし，研究開発費，広告料といっ
たものは販売増大，生産増強へ導くことがあ
る。短期的業績マージン，即ち管理し得る営業
利益は企業の全体利益を最大にす’るために重要
なポイントとなるものである。セグメントの管
理業績にあたってのこの「貢献差益は資本額を
相当程度，意思決定できる場合の資本利益率よ
りも業績評価基準としては優れている」（21〕ので
ある。短期業績マージンからセグメントで管理
し得ない固定費を控除すれば長期的指標として
の利益が得られる。税引前利益は個々のマネジ
ャーでは影響を及ぽし得ない全般的組織の固定
費を控除して算定されるが，「税引前利益も長
期収益力の指樺としての意義を有している」（22）
のである。貢献利益の計算を考えるとき，分類
された原価の信頼性は分類の段階が多ければ多
いほど減じていくものであることも留意しなけ
ればならない。
11〕宮本匡章「管理会計と組織構造」r会計」123巻
　2号，昭和59年2月号　173頁。
12〕Adolph　Matz　and　Othel　J．Cufry．，Co∫fん一
　ω閉〃徽South－Westem1972，p．591．
13〕Adolph　Matz　and　Othe1J　Cur｝，1o＾泓，
ω　Adolph　Matz　and　OthelエCurfy．，1oα〃．、
15〕Adolph　Matz　and　Othe1J．Curfy．，伽五，P．
　592．
㈲　　Germain　BOer．，1）かκf　Co∫圭α〃Co〃〃肋〃oπ
　んω〃棚惚John　Wi1ey＆Sons，1974，p．41．
17〕Germain　Bδer．，1oα‘記．，
⑧　Germail1B6er．，1oα‘ヵ．，
lg〕　Germain　Bδer．，qク。σ払p．42．
OO〕　German　BOer．，1oα6〃．，
ω　Gefmain　B6er．，泌姐，p．43．
⑫　Ger㎜ain　B6ef．，！oαε批．，
03宮本匡章『無効費用の理論』千倉書房　晒和42
　年338頁。
ω　宮本匡章　同よ。
⑮　溝ロー雄r近代源価計算」国元書房　昭和53年
　137頁。
oθ　溝ロー雄　同上。
・O田　溝ロー雄　同上書．151頁。
l1劃　H．Heart．、0砂色γ加〃0o∫㍍λ㎜1ツ挑伽d　Oo〃一
　〃o1，Heinemann：London1973，p・134．
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⑲　H．Heart。，脇五，p．136．
O①　H・Heart・・1肌一’机
僅カ　H．Heart．，1o＾〃．，
⑳　H．Heaft、，0ψ．c払p．137．
5　結　　　語
　経営活動において発生する原価，収益をコソ
トロールするためにマネジャーは明確な権限と
責任が与えられていなければならない。業績評
価のためには従来の標準原価，予算，・・一等に
加えて行動心理学の頷域も取り入れなければな
らないことは勿論であり，それ故に原価の分類
は権限と責廷の関係から，さらに　その発生に
重大な影響を与えるか否かの観点に立って分類
されなければならない。経営組織上，トップ・
マネジメントが大きな責任と権限をもって組織
目標と行動をとる事が可能であり，ミドル・マ
ネジメント，1コー・マネジメントヘと下るにつ
れて権限が限定されてくるのであるが，企業組
織を階層的に考え，権限の委譲と責任会計の観
点から原価はその責任を持つマネジャーに関連
させなければならない。効率的責任会計を遂行
していくためには経営組織が完全に確立されて
いなければならない■。それは権限と責任の委譲
の前提条件であり，原価，収益の発生に関する
直接責任，間接責任を明確にするためにも必要
である。組織の確立がやがて責任あるマネジャ
ーへの原価の配賦を可能にし，企業のセグメン
トにおけるマネジャーの業績評価を可能にする
のである。留意しなければならないのは経営組
織はセグメントに区分されても企業活動は一体
的な面があり，単に限定された範囲の原価管理
のみでなく，各セグメントの相互依存的，全体
的観点から原価管理，利益管理を遂行していか
なければならない面が存在する。
　Bδerの原価，収益の発生額とセグメントの
マネジャーの同等視は，まさに責任会計の真髄
である。キャパシティー・コストを階層組織の
観点から関連つづけることは，権限と責任の委
譲と共に，より効果的責任会計の遂行にとって
有用性を持つものである。ただ，キャパシティ
・コストをどの程度，細分化していくか問題点
が残る。あまりに多段階に細分していくと管理
可能性は阻害されてくる。分権管理組織と相侯
って検討の余地が残されてい孔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　おわり
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